
利用者のために

１ 調査の目的

林業経営統計調査（以下「調査」という。）は、育林、素材生産の施業・林業経営を

行っている林業経営体及び栽培きのこを生産する経営体の経営収支等を把握し、施策に

必要な資料を作成することを目的とする。

２ 調査の根拠

調査は、統計法（平成19年法律第53号）第19条第１項に基づく一般統計調査である。

３ 調査の機構

調査は、農林水産省大臣官房統計部及び地方統計組織を通じて実施した。

４ 調査の体系

本調査は、林業経営体を対象とした林業経営統計及び栽培きのこを生産している経営

体を対象とした栽培きのこ経営統計からなっている。

林業経営統計調査

林 業 経 営 統 計

栽培きのこ経営統計

生 し い た け（原木栽培）

生 し い た け（菌床栽培）

乾燥しいたけ（原木栽培）

え の き た け

ぶ な し め じ

ま い た け

な め こ

５ 調査の対象

調査は、「林業経営体」及び「栽培きのこ経営体」を対象とした。

(1) 本調査における「林業経営体」とは、家族経営により林業を営む経営体であって、

次のいずれかに該当するものをいう。

ア 保有山林面積が50ha以上であって、林木に係る施業（育林、伐採及び素材生産）

を行っていること。

イ 保有山林面積が20ha以上50ha未満であって、過去１年間の林木に係る施業労働日

数が30日以上であること。

(2）本調査における「栽培きのこ経営体」とは、生しいたけ（保有ほだ木数3,000本以

上の原木栽培、菌床栽培）、乾燥しいたけ（保有ほだ木数3,000本以上の原木栽培）、

えのきたけ、ぶなしめじ、まいたけ及びなめこのいずれかを生産し、その栽培きのこ



の過去１年間の販売額が50万円以上である経営体をいう。

６ 調査の実施と取りまとめ方法

(1) 林業経営統計

ア 調査経営体の選定

調査は標本調査により行った。標本（調査経営体）は、2005年農林業センサス（以

下「センサス」という。）結果等から、次の手順で調査経営体を選定した。

(ｱ) １経営体当たり平均林業粗収益について標準誤差率（目標精度）が10.0％にな

るように標本数を算出し、全体の総標本数を359とした。次に、総標本数を次表

に示す保有山林面積規模別に最適配分した。

保 有 山 林 面 積 規 模 区 分

区分 １ ２ ３ ４

保有山林 20ha以上 50ha以上 100ha以上
500ha以上

面積規模 50ha未満 100ha未満 500ha未満

(ｲ) さらに、センサス結果による経営体数に比例して都道府県別に配分した。

(ｳ) 都道府県別にセンサス結果において調査対象に該当した経営体を階層別に保有

山林面積の小さい方から順に配列した名簿を作成し、系統抽出法により調査経営

体を選定した。

イ 調査対象期間

本調査は、平成20年４月１日から21年３月31日までの期間を対象とした。

ウ 調査事項

労働力の状況及び林業労働投下量、保有山林面積、林業用資産、林業経営収支、

その他林業経営に関連する事項を調査した。

エ 調査方法

調査は、調査経営体に林業経営日誌を配布して行う記帳調査（自計調査）及び職

員の面接により行った。

オ 調査結果の集計方法

調査経営体全体のうち、調査対象期間を通じて調査対象に該当した経営体の調査

結果をそれぞれ林業経営統計結果表の様式（巻末参照）に取りまとめ（集計戸数に

ついては、９の(2)を参照。）、母集団を保有山林面積規模等により区分して得られ

る集計対象区分に属する林業経営体の１経営体あたり平均値を次の推定式により算

出した。
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S ｆｉxｉ
i=1

x ＝
m
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x ＝ ｘの１戸当たり平均値

xi ＝ 集計対象区分のｉ番目の標本のｘの値

fi ＝ 集計対象区分のｉ番目の標本の抽出率(保有山林面積規模別全国

農業地域別)の逆数

m ＝ 集計対象区分の集計標本数

また、「林齢別樹種別林業経営費」については、樹種・林齢ごとに各費目の総和

を算出し、これを樹種・林齢ごとの林小班面積の総和で除して１ha当たりの費用を

求めた。

カ 統計表の表章

(ｱ) 全国

平成16年度から20年度を表示した。

(ｲ) 保有山林面積規模別

「20～50ha」、「50～100ha」、「100～500ha」、「500ha以上」を表示した。

(ｳ) 林業施業状況別

自家山林の植付け、下刈り、枝打ち・つる切り・除伐等の育林作業の有無によ

り「育林・素材生産」と「素材生産」に区分し、表示した。

(ｴ) 全国農業地域別

「農林水産統計に用いる地域区分」により、次のとおり表示した（沖縄を除く。）。

全 国 農 業 地 域 の 区 分

全国農業地域名 所 属 都 道 府 県 名

北 海 道 北海道

東 北 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

北 陸 新潟、（富山）、石川、福井

関 東 ・ 東 山 茨城、栃木、群馬、埼玉、（千葉）、東京、（神奈川）、（山梨）、

長野

東 海 岐阜、静岡、愛知、三重

近 畿 （滋賀）、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

中 国 鳥取、島根、岡山、広島、山口

四 国 徳島、（香川）、愛媛、高知

九 州 福岡、（佐賀）、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島

注：（ ）は本調査で対象経営体のない県である。



(ｵ) 林齢別樹種別林業経営費

林齢別樹種別林業経営費は(ｱ)～(ｴ)によらず、全国及び地域別の平成20年度結

果を表章した。地域区分は、下表のとおりである。

地 域 名 所 属 都 道 府 県 名

北 海 道 北海道

東 北 ・ 北 陸 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟、（富山）、

石川、福井

関東・東山・東海 茨城、栃木、群馬、埼玉、（千葉）、東京、（神奈川）、

（山梨）、長野、岐阜、静岡、愛知、三重

近 畿 ・ 中 国 （滋賀）、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山、鳥取、

島根、岡山、広島、山口

四 国 ・ 九 州 徳島、（香川）、愛媛、高知、福岡、（佐賀）、長崎、

熊本、大分、宮崎、鹿児島

注：（ ）は対象経営体のない県である。

(2) 栽培きのこ経営統計

ア 調査経営体の選定

調査は標本調査により行った。標本（調査経営体）はセンサス結果等から、次の

手順で選定した。

(ｱ) しいたけ

a １経営体当たり平均粗収益について、生しいたけ（原木栽培）、生しいたけ

（菌床栽培）及び乾燥しいたけ（原木栽培）別にそれぞれ標準誤差率（目標精

度）が10.0％になるように標本数を算出し、生しいたけ（原木栽培）は43、生

しいたけ（菌床栽培）は34、乾燥しいたけ（原木栽培）は26の標本数とした。

次に、標本数を次表に示す保有ほだ木数規模別及び菌床数規模別に最適配分し

た。さらに、生産者数に比例して都道府県別に配分した。

原木栽培における保有ほだ木数規模区分

区分 １ ２ ３

保有ほだ木 3,000本以上 10,000本以上
30,000本以上

数規模 10,000本未満 30,000本未満

菌床栽培における保有菌床数規模区分

区分 １ ２ ３ ４ ５

菌床数 5,000個以上 10,000個以上 15,000個以上
5,000個未満 20,000個以上

規 模 10,000個未満 15,000個未満 20,000個未満



b 生しいたけ（原木栽培）、生しいたけ（菌床栽培）及び乾燥しいたけ（原木

栽培）別に、センサス結果から販売金額が50万円以上の経営体を抽出して、都

道府県別・階層別に保有ほだ木数又は保有菌床数の小さい方から順に配列した

名簿を作成し、系統抽出法により調査経営体を選定した。

(ｲ) えのきたけ、ぶなしめじ、まいたけ、なめこ

a 標本数をそれぞれ15に設定した。なお、目標精度は定めていない。

b これを平成17年特用林産物需給動態調査結果の都道府県別生産者数の多い都

道府県にほぼ均等になるよう配分した。

c 品目別に、センサス結果から販売金額50万円以上の経営体を抽出した都道府

県別の抽出名簿を作成し、都道府県別に無作為に調査経営体を選定した。

イ 調査対象期間

本調査は、平成20年４月１日から21年３月31日までの期間を対象とした。

ウ 調査事項

労働力の状況及び栽培きのこ労働投下量、きのこ生産概況、栽培きのこ経営収支、

その他栽培きのこ経営に関連する事項を調査した。

エ 調査方法

調査は、調査経営体に栽培きのこ経営日誌を配布して行う記帳調査（自計調査）

及び職員の面接により行った。

オ 調査結果の集計方法

調査経営体全体のうち、調査対象期間を通じて調査対象に該当した経営体の調査

結果をそれぞれ栽培きのこ経営統計結果表の様式（巻末参照）に取りまとめ（集計

戸数については、９の(2)を参照。）、それを次の方法により集計した。

(ｱ) しいたけ

規模別の平均値は単純平均により算出した。各規模区分を統合した全体の平均

値は、特用林産物需給動態調査の平成20年の結果を用いて次の推定式により算出

した。

Ｌ Ni １ ni

x ＝ S ・ S xij
i=1 N ni j=1

ｘ ＝ ｘの１戸当たり平均値

Ｎ ＝ 調査対象生産者数（特用林産物需給動態調査）

Ｎi ＝ ｉ番目の階層の生産者数（特用林産物需給動態調査）

Ｌ ＝ 階層の数

ｎi ＝ ｉ番目の階層の集計標本数

ｘ iｊ ＝ ｉ番目の階層のｊ番目の標本のｘの値

(ｲ) えのきたけ、ぶなしめじ、まいたけ、なめこ

単純平均により算出した。

カ 統計表の表章

(ｱ) しいたけ

平成16年度から20年度の全国平均を表示した。

また、平成20年度については、保有ほだ木数規模別又は保有菌床数規模別を表



示した。

(ｲ) えのきたけ、ぶなしめじ、まいたけ、なめこ

全国平均を表示した。

７ 統計項目の説明

(1) 林業経営統計

ア 総括表

(ｱ) 固定資本額

林業用資産の償却資産（建築物、構築物、機械類（企画管理用機器を含む。）、

しいたけ用ほだ木）の年度始め現在価を計上した。

(ｲ) 林木資本額

林木資産の年度始め現在価を計上した。

(ｳ) 流動資本額

林業経営費から減価償却費を差し引いた額に１/２（平均資本凍結期間６か月）

を乗じた額を計上した。

(ｴ) 林業所得

林業粗収益から林業経営費を差し引いた額を計上した。

林業所得
(ｵ) 林業所得率(%) ＝ × 100

林業粗収益

(ｶ) 林業純生産 ＝ 林業粗収益 － （林業経営費 － 雇用労賃 － 負債利子）

林業所得
(ｷ) 林業依存度(%) ＝ × 100

林業所得＋農業所得＋その他自営業所得

林業所得
(ｸ) 保有山林面積１ha当たり林業所得 ＝

保有山林面積(ha)

林業所得
(ｹ) 林業労働１時間当たり林業所得 ＝

家族労働時間

林業所得
(ｺ) 林業固定資本千円当たり林業所得 ＝ × 1,000

林業固定資本額

林業純生産
(ｻ) 保有山林面積１ha当たり純生産 ＝

保有山林面積(ha)

林業純生産
(ｼ) 林業労働１時間当たり純生産 ＝

家族労働時間

林業純生産
(ｽ) 林業固定資本千円当たり純生産 ＝ × 1,000

林業固定資本額

(ｾ) 林業採算粗収益 ＝ 林木蓄積増減の評価を加えた林業粗収益

＝ 林業粗収益 － 伐採林木減少額 ＋ 林木成長額

注：１ 伐採林木減少額＝調査期間内における林木の伐採量を原価主義により求めた造林

以降伐採までの費用累積額によって評価した。



２ 林木成長額＝調査期間内における林木の成長量を原価主義によって評価した。

(ｿ) 林業採算所得 ＝ 林業採算粗収益 － 林業経営費

イ 経営体の概況

(ｱ) 年度始め世帯員

年度始め現在の人員を計上した。就業形態別人員は従事した日数の最も多い就

業形態に計上した。

(ｲ) 林業労働力

１日以上林業経営に従事した者を計上した。

ウ 経営土地の状況

(ｱ) 保有山林面積

経営体が保有する人工林、天然林、伐採跡地、特殊樹林・竹林の年度始め現在

の面積を計上した。

a 人工林

人工造林及び人工下種による山林をいう。

b 天然林

天然下種、ぼう芽などの天然更新による山林で人工林以外の山林をいう。

c 伐採跡地

人工の樹木を伐採して、いまだ植林していない土地及び天然林の伐採跡地で

人工造林する予定地を伐採跡地とし、人工林の伐採跡地であっても天然更新と

なったものは天然林とした。

d 特殊樹林・竹林

材を利用する目的ではなく、樹実、樹皮などを採取する目的の林地をいう。

e 所有地

貸付けた土地を除いた土地をいう。

f 割地

共有林などのうち、権利者が使用収益できる範囲を決めて区分されている土

地をいう。

g 借入地

他人から貸借している山林で、分収林を除いた土地をいう。

h 分収林

単独で分収契約（造林費や育林費を負担し、伐採時にその収益を分配する契

約）を結んで借り入れている山林をいう。

i 貸付山林

貸付山林のほか、分収契約に出している山林を含む。

(ｲ) 樹種別・林齢区分別山林面積

経営体が経営する山林の樹種別・林齢区分別山林面積は、年度始め現在の面積

を計上した。したがって、年度内の造林（更新）面積は、年度末における１年生

として別に計上した。

エ 林業労働投下量

１年間の自営林業に投下した家族、雇用別労働日数を林業部門別（育林、素材生

産、受託、その他）に区分して計上した。

オ 林業用資産



経営体が保有する資産の年度始め現在価及び年度末現在価を計上した。

なお、林業専用資産及び林業との兼用資産のみを計上し、家計専用及び農業など

の林業外専用資産は除外した。建築物、機械類の償却資産については、10万円以上

のものとした。

(ｱ) 資産の評価

資産の評価は、年度始め現在で評価し、年度内及び年度末における評価替えは

行っていない。評価は取得価額によるが、取得価額が不明なものは通常取引され

る市場価格等により評価し、建築物、構築物及び機械類については、次の算式に

より年度始め現在価を算出した。

年度始め現在価 ＝ 取得価額 － （１か年の減価償却額 × 経過年数）

a 土地

年度始め現在の法定評価額（地方税法による固定資産の課税標準の基礎とな

る土地の評価額）により評価し計上した。

b 建築物

林業用の建築物及び林業と他産業との兼用の建築物について評価し計上し

た。

c 構築物

索道、林道、炭がまなどの林業専用の構築物及び温室、乾燥室などの農業と

兼用している構築物について評価し計上した。

d 機械類

林業用の機械及び器具について評価し計上した。

e 企画管理用機器

企画管理労働に伴う機器について評価し計上した。

f 林木資産

すぎ、ひのき、あかまつ、くろまつ、くぬぎ、なら、天然林など、経営山林

で育林中のすべての林木について、「立木の樹齢別標準価額」（国税庁、財産

評価基準書）により評価し計上した。

g 未処分林産物

林業生産物の未販売のもの、家計に仕向ける予定のもの、林業やその他の用

に仕向ける予定のものなどの未処分林産物を時価により評価し計上した。

h 林業用生産資材

林業用に購入又は自家生産した原料及び材料で、年度末に在庫となる林業用

生産資材（苗木、肥料、薬剤等）を、購入資材については購入価額により評価

し、自家生産資材については時価により評価し計上した。

(ｲ) 減価償却額

建築物、構築物、機械などの償却資産について、平成19年度税制改正における

減価償却計算の見直しに伴い、償却資産の取得時期によって以下のとおり算出し

た。

a 平成19年３月31日以前に取得した資産

(a) 償却中の資産

１か年の減価償却額＝（取得価額－残存価額）÷耐用年数

(b) 償却済みの資産



１か年の減価償却額＝（取得価額－１円（備忘価額））÷５年

b 平成19年４月１日以降に取得した資産

１か年の減価償却費＝（取得価額－１円（備忘価額））÷耐用年数

カ 林業用固定資産の保有状況

経営体の保有している固定資産のうち、林業経営の主要な資産について年度始め

の数量及び評価額を表示した。

(ｱ) 建築物

建築物のうち、兼用建築物については、林業用として利用した負担部分を計上

した。

(ｲ) 機械類

償却資産として指定した機械類のうち、主な資産について計上した。

キ 林業粗収益

販売・受取（現金収入）額の総額及び部門別、内部仕向（家計消費等）額及び在

庫増減額の総額を計上した。

(ｱ) 販売・受取（現金収入）

生産年度にかかわらず、年度内に販売することによって得られた現金総額を計

上した。

(ｲ) 内部仕向（家計消費等）

家計に消費するために仕向けた自営林業の生産物の時価評価額を計上した。

(ｳ) 未処分林産物在庫増減額

未処分林産物の年度末在庫価額から年度始め在庫価額を差し引いた額を計上した。

(ｴ) 立木販売

経営山林の林木を立木のまま販売したものであり、その林地により人工林及び

その他（天然林、林地散在木等）に区分し、さらに、人工林については主伐・間

伐別に計上した。

(ｵ) 素材生産

保有山林又は自家以外の立木から素材、いわゆる丸太（そま角を含む。）を生

産して販売した価額及び家計消費等に仕向けた価額を計上した。

(ｶ) その他収入

栽培きのこ、薪炭（まき、木炭）、竹（竹材、たけのこ）、山林副産物（天然

きのこ、うるし、わらび等）、受託収入、その他（種苗生産、入山料、共有林収

入等）別に計上した。

ク 林業経営費

総額及び費目別経営費を表示し、総額については購入・支払（現金支出）、減価

償却費、処分差損益、生産資材在庫減少額別に表示した。

(ｱ) 購入・支払（現金支出）

経営体が当年度に支払った林業経営上の現金支出額を計上した。したがって、

必ずしも当年度の経営に投入した経営費のみを構成するものではなく、当年度以

降に消費する目的で購入した物財の支払額も含んでいる。

(ｲ) 減価償却費

建築物、構築物、機械類など償却資産である資本財について、当年度の林業経

営で負担すべき減価償却費を計上した。



(ｳ) 処分差損益

原木、機械類、建築物、構築物、企画管理に関わる諸材料の売却・廃棄による

処分価額と年度始め現在価の差損を計上した。

(ｴ) 林業生産資材の在庫増減額

林業生産資材の年度始め在庫価額から年度末在庫価額を引いた額を計上した。

ケ 育林施業面積

経営体が１年間に行った施業（地ごしらえ、植付け、下刈り、枝打ち・つる切り

・除伐、伐採、受託）面積を主要樹種別に計上した。

コ 林業経営用借入金

年度始め及び年度内に発生した林業経営に係わる借入金を財政資金、都道府県・

市町村の資金、森林組合等の系統資金別に表示した。

サ 林齢別樹種別林業経営費

林齢別樹種別林業経営費は、主要樹種・林齢ごとに、１ha当たりの育林に要した

費用を算出したものである。算出は、林業経営統計調査の調査経営体が記帳した林

業経営日誌において把握する物材費、林業投下労働状況等、林小班編成表により整

理した樹種・林齢別人工林面積等を基に、１経営体当たりの費用を主要樹種・林齢

（齢級）ごとに配分し、１ha当たりの費用を求めることにより行った。具体的な算

出方法は以下のとおりである。

なお、この算出結果については、標本数が少ない林齢・樹種があるので、利用に

当たっては注意されたい。

(ｱ) 算出対象

算出は、調査経営体が保有する山林のうち、次の５樹種の樹齢50年生以下の林

小班について、調査対象期間始めに存在したもの及び調査対象期間内に調査経営

体の保有となったものを対象に行った。（ただし、切捨て伐採、風水害、火災、

資産分割などの山林や、保安林分、幼齢林の土地付き立木販売については除く。）

① すぎ

② ひのき（さわらを含む。）

③ あかまつ・くろまつ（外来ピヌスを含む。）

④ からまつ

⑤ えぞまつ・とどまつ（あかえぞまつを含む。）

なお、この場合の「林小班」は、調査経営体ごとに、同一樹種・林齢（齢級）

の林小班を一つのグループとしたものである（以下同様）。

(ｲ) 算出方法

各費目の算出は、調査経営体ごとに、林業経営統計調査の調査結果の各費目を、

育林作業時間及び面積等を基に各林小班ごとに配分した後、樹種・林齢（齢級）

ごとに加算して各費目の総和を算出し、これを樹種・樹齢（齢級）ごとの林小班

面積の総和で除して１ha当たりの費用を求めることにより行った。

なお、配分に使用する割合は次のとおりであり、各費目についての具体的な算

出方法は、以下のとおりである。



配分する樹種・林齢別林小班の作業面積
作業面積割合 ＝

同一作業の総面積

育林作業時間計
作業時間割合 ＝

総林業労働時間

配分する樹種・林齢別林小班の育林作業時間
作業割合 ＝ × 0.5 ＋

育林時間計

配分する樹種・林齢別林小班の育林作業面積
× 0.5

育林作業の総面積

ａ 労働費

家族労働が投入された林小班ごとに家族労働時間を配分し、これに労働単価

を乗じて算出した。労働単価は、全国農業会議所「農作業料金・農業労賃に関

する調査結果」の「造林」結果による１時間当たり単価とした。

雇用労賃は、実際に支払った育林費用の雇用労賃を育林作業の雇用労働が投

入された林小班ごとに配分した。

ｂ 種苗費、肥料費、薬剤費及び諸材料費

育林作業を行った林小班ごとに、作業面積割合に比例して配分した。

ｃ 器具費、機械修繕費（減価償却費を除く。）、建物維持費（減価償却費を除

く。）及び賃借料・料金

育林作業を行った林小班に作業割合を用いて配分した。

ｄ 請負わせ料金

該当した林小班ごとに、作業面積割合に比例して配分した。

ｅ 減価償却費

育林作業に用いた機械類等の償却資産の減価償却費について、作業時間割合

により育林負担額を算出し、次に、育林負担額を育林作業が行われた林小班ご

とに作業割合を用いて配分した。

ｆ 負債利子、物件税・公課諸負担及びその他の雑支出

全ての林小班に各林小班面積に応じて配分した。

ｇ 固定・流動資本利子

固定資本利子は、減価償却費と同様の手順で林小班に対して配分した固定資

本額（償却資産の年度始め現在価）に0.045の利子率を、流動資本利子は、す

べての林小班に対して流動費用合計額（ａ～ｄ及びｆの合計）の２分の１の額

に0.045の利子率を乗じて算出した。

ｈ 林木資本利子

林木資本利子は、以下により算出した。

y-1

ｘy ＝ S （ｏ i ＋ ｘ i ） ・ ｐ
i=1

ｘy ＝ ｙ林齢の林木資本利子



ｘi ＝ ｉ林齢の林木資本利子

ｏi ＝ ｉ林齢の経営費

ｐ ＝ 利率（ｙ≦30の場合はp＝0.045、それ以外は0.03）

(2) 栽培きのこ経営統計

ア 総括表

(ｱ) 栽培きのこ所得

栽培きのこ粗収益から栽培きのこ経営費を差し引いた額を計上した。

栽培きのこ所得
(ｲ) 栽培きのこ所得率(%) ＝ × 100

栽培きのこ粗収益

(ｳ) 純生産 ＝ 栽培きのこ粗収益 － （栽培きのこ経営費 － 雇用労賃 －

負債利子）

純生産
(ｴ) 付加価値率(%) ＝ × 100

栽培きのこ粗収益

栽培きのこ所得
(ｵ) 労働時間１時間当たり所得 ＝

家族労働時間

栽培きのこ所得
(ｶ) 固定資産千円当たり所得 ＝ × 1,000

固定資産（年度始め現在価）

純生産
(ｷ) 労働時間１時間当たり純生産 ＝

家族労働時間

純生産
(ｸ) 固定資産千円当たり純生産 ＝ × 1,000

固定資産（年度始め現在価）

イ 年度始め世帯員

(ｱ) 世帯員については、年度始め現在の人員を計上した。就業形態別人員は、従事

した日数の最も多い就業形態に計上した。

(ｲ) 労働力については、１日以上栽培きのこ経営に従事した者を計上した。

ウ 固定資産の保有状況

主要な資産の年度始め数量及び現在価を計上した。

エ 栽培きのこ資産

栽培きのこ経営のための資産を固定資産、流動資産別に計上した。

(ｱ) 固定資産

栽培きのこ用資産の償却資産（建築物、構築物、機械類、ほだ木）の年度始め

現在価及び年度末現在価を計上した。

(ｲ) 流動資産

未処分きのこ及びきのこ用資材（薬剤、縄など、栽培きのこ経営に投下するた

めの資材）の年度始め現在価及び年度末現在価を計上した。

オ 売掛未収入金及び買掛未払金

栽培きのこを販売した場合の未収入金及び栽培きのこ用資材を購入した場合の未

払金を計上した。



カ 生産概況

(ｱ) 年度始め保有ほだ木数

年度始めにおける未成熟ほだ木と成熟ほだ木を合わせた数を計上した。

(ｲ) 年間使用ほだ木数

１年間に収穫のために使用した成熟ほだ木の数を計上した。

(ｳ) 年度始め保有菌床数

年度始めにおける培養中の菌床と収穫中の菌床を合わせた数を計上した。

(ｴ) 年間使用菌床数

１年間に収穫のために使用した菌床の数を計上した。

(ｵ) 培養用地面積

ほだ木の伏せ込み（原木栽培）又は菌床の培養（菌床栽培）に使用した面積で

あり、屋外、屋内を問わず、培養に使用した面積を計上した。

(ｶ) 発生用地面積

きのこを発生させるために使用した面積であり、屋外、屋内を問わず、発生に

使用した面積を計上した。

キ 栽培きのこ粗収益

(ｱ) 販売・受取（現金収入）

生産年度にかかわらず、年度内に販売することによって得られた現金総額を計

上した。

(ｲ) 内部仕向（家計消費等）

家計に消費するために仕向けた生産物の時価評価額を計上した。

(ｳ) 未処分きのこ在庫増減額

未処分きのこの年度末在庫価額から年度始め在庫価額を差し引いた額を計上し

た。

ク 栽培きのこ経営費

総額及び費目別経営費を表示し、総額については購入・支払（現金支出）、減価

償却費、処分差損益、生産資材在庫増減額別に表示した。

(ｱ) 購入・支払（現金支出）

当年度に支払った栽培きのこ経営上の現金支出額を計上した。したがって、必

ずしも当年度の経営に投入した経営費のみを構成するものではなく、当年度以降

に消費する目的で購入した物財の支払額も含んでいる。

(ｲ) 減価償却費

建築物、構築物、機械類など償却資産である資本財について、当年度の栽培き

のこ経営で負担すべき減価償却費を計上した。

(ｳ) 処分差損益

菌床材料・原木、機械類、建築物、企画管理に関わる諸材料の売却・廃棄によ

る処分価額と年度始め現在価の差損を計上した。

(ｴ) 生産資材の在庫増減額

生産資材の年度始め在庫価額から年度末在庫価額を差し引いた額を計上した。

ケ 栽培きのこ経営借入金

年度始め及び年度内に発生した栽培きのこ経営に関わる借入金を財政資金、都道

府県・市町村の資金、農業協同組合等の系統資金別に表示した。



８ 実績精度

平成20年度調査結果における林業粗収益及び栽培きのこ粗収益の実績精度を標準誤差

率（標準誤差の推定値÷推定値）により示すと、以下のとおりである。

調査名 標準誤差率（％）

林業経営統計 12.7

栽培きのこ経営統計

生しいたけ（原木栽培） 11.8

生しいたけ（菌床栽培） 17.7

乾燥しいたけ（原木栽培） 9.9



９ 利用上の注意

(1) 平成20年度調査から林業経営統計及び栽培きのこ経営統計のうちしいたけの標本数

を削減した。

(2) 集計戸数は、林業経営統計335、生しいたけ（原木栽培）39、生しいたけ（菌床栽

培）33、乾燥しいたけ（原木栽培）24、えのきたけ13、ぶなしめじ14、まいたけ９、

なめこ14である。

なお、えのきたけ、ぶなしめじ、まいたけ、なめこについては、標本を配置した地

域が一部に限られ、標本数が少ないため、利用に当たっては注意されたい。

林齢別樹種別林業経営費の集計戸数は、下表のとおりであり、樹種・林齢によって

標本数が少ないものがあることから、集計結果の利用に当たっては注意されたい。

また、「えぞまつ・とどまつ」については、対象経営体において植林が行われなか

ったため１年生の標本がなく、本来、計上されるべき植林等に係る初期費用が計上さ

れないので、利用に当たっては留意されたい。

注：網掛け部分は３戸未満

(3) 統計表中の計と内訳の積上げ値とは、四捨五入のため一致しない場合がある。

(4) 統計表中で使用した記号は、次のとおりである。

「０」及び「０.０」：単位に満たないもの（例：0.4千円→0千円）

「－」 ：事実のないもの

「ｘ」 ：個人又は法人その他の団体に関する秘密を保護するため、統

計数値を公表しないもの

「△」 ：負数又は減少したもの

統計調査結果について、調査対象数が３未満の場合には調査結果の秘密保護の観点

から、該当結果を「ｘ」表示とする秘匿措置を施している。

なお、全体（計）からの差し引きにより該当結果が推定できる場合には、本来秘匿

措置を施す必要のない箇所についても「ｘ」表示としている。

本書についての問い合わせ先

農林水産省 大臣官房統計部 経営・構造統計課 林業・漁業経営統計班

電話 (03)3502－8111 内線 3637

直通 (03)3502－0954

1年 2 3 4 5
6 ～
　10

11～
　15

16～
　20

21～
　25

26～
　30

31～
　35

36～
　40

41～
　45

46～
50年

すぎ 14 15 27 32 27 74 112 140 161 202 226 250 274 273 

ひのき 13 19 23 26 27 84 118 140 161 182 187 193 191 176 

あかまつ・
くろまつ

2 - - 3 2 9 7 9 15 24 33 46 88 87 

からまつ 3 2 4 5 5 7 11 13 9 4 15 19 32 38 

えぞまつ・
とどまつ

- 1 2 3 1 4 7 7 5 13 13 10 11 13 


